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ペ

ル

チ

ェ

素

子

と

い

う

電

子

部

品

が

あ

る

。

コ

ン

ピ

ュ

ー

タ

ー

の

Ｃ

Ｐ

Ｕ

の

冷

却

に

使

わ

れ

始

め

て

か

ら

、

コ

ン

プ

レ

ッ

サ

ー

を

使

用

ぜ

ず

、

音

が

静

か

な

の

で

ワ

イ

ン

セ

ラ

ー

や

車

載

用

の

温

冷

蔵

庫

に

も

利

用

さ

れ

て

い

る

。

平

ら

な

板

状

で

、

電

気

を

通

す

と

一

面

が

冷

や

さ

れ

、

反

対

面

が

暖

め

ら

れ

る

と

い

う

性

質

が

あ

る

。

電

流

の

向

き

を

変

え

る

と

冷

や

す

だ

け

で

は

な

く

、

温

め

る

こ

と

が

で

き

る

▼

こ

の

ペ

ル

チ

ェ

素

子

は

、

片

面

を

温

水

な

ど

で

暖

め

、

反

対

面

を

水

な

ど

で

冷

や

す

と

電

気

を

発

生

す

る

。

す

な

わ

ち

、

温

度

差

発

電

が

可

能

な

の

だ

。

昨

年

月

日

、

温

泉

と

水

道

水

の

11

11

温

度

差

を

利

用

し

た

低

温

度

差

発

電

の

公

開

実

験

が

慶

應

大

学

環

境

情

報

学

部

の

武

藤

佳

恭

教

授

に

よ

り

行

な

わ

れ

た

▼

日

本

に

は

、

天

然

の

熱

源

が

た

く

さ

ん

あ

る

。

大

規

模

施

設

も

タ

ー

ビ

ン

も

必

要

な

い

。

こ

の

半

導

体

素

子

の

一

面

を

暖

め

、

反

対

面

を

冷

や

す

だ

け

で

い

い

の

で

あ

る

。

新

エ

ネ

ル

ギ

ー

の

中

に

入

っ

て

い

る

に

も

か

か

わ

ら

ず

、

マ

ス

コ

ミ

で

大

き

く

取

り

上

げ

ら

れ

な

い

の

は

な

ぜ

だ

ろ

う

か

。

地

熱

を

利

用

す

れ

ば

、

熱

は

無

尽

蔵

に

あ

る

。

地

熱

そ

の

も

の

は

コ

ス

ト

も

不

要

で

、

二

酸

化

炭

素

も

出

さ

な

い

し

、

危

険

物

質

は

発

生

し

な

い

。

自

然

の

中

に

豊

富

な

ク

リ

ー

ン

エ

ネ

ル

ギ

ー

を

も

っ

て

い

る

日

本

に

原

子

力

発

電

は

必

要

な

い

と

思

う

。

（

Ｍ

）

「絶対に認められない！」 政府が公務員賃金の一割削減を提案
政

府

は

、

５

月

日

、

国

公

労

連

に

対

13

す

る

交

渉

に

お

い

て

、

国

家

公

務

員

賃

金

を

引

き

下

げ

る

と

い

う

重

大

な

提

案

を

行

い

ま

し

た

。

片

山

善

博

総

務

大

臣

は

、

東

日

本

大

震

災

を

理

由

の

一

つ

に

上

げ

、

「

平

成

二

十

五

年

度

末

ま

で

、

俸

給

と

ボ

ー

ナ

ス

の

一

割

カ

ッ

ト

を

基

本

と

し

て

引

き

下

げ

す

る

。

」

と

述

べ

ま

し

た

。

そ

れ

に

対

し

、

宮

垣

国

公

労

連

委

員

長

は

、

「

提

案

の

内

容

は

、

公

務

労

働

者

の

労

働

条

件

の

切

り

下

げ

で

あ

り

、

認

め

が

た

い

。

」

「

復

興

財

源

は

、

賃

金

カ

ッ

ト

な

ど

と

は

桁

違

い

の

も

の

で

あ

り

、

そ

れ

に

見

合

っ

た

財

源

議

論

が

必

要

だ

。

」

と

反

論

し

ま

し

た

。

公

務

員

人

件

費

削

減

公

務

員

人

件

費

削

減

公

務

員

人

件

費

削

減

公

務

員

人

件

費

削

減

はははは

経

済

経

済

経

済

経

済

へへへへ

悪

影

響

悪

影

響

悪

影

響

悪

影

響

（

労

働

総

研

事

務

局

の

試

算

）

こ

の

間

、

新

自

由

主

義

に

よ

る

構

造

改

革

論

の

中

で

、

い

わ

ゆ

る

公

務

員

バ

ッ

シ

ン

グ

が

続

い

て

い

ま

す

。

民

主

党

は

、

先

の

総

選

挙

の

マ

ニ

ュ

フ

ェ

ス

ト

の

中

で

、

「

公

務

員

の

人

件

費

の

二

割

削

減

」

を

う

た

っ

て

い

ま

す

。

今

回

の

カ

ッ

ト

も

震

災

を

表

立

っ

た

理

由

に

し

て

い

ま

す

が

、

実

際

は

こ

の

機

会

を

狙

っ

て

の

こ

と

で

す

。

表 公務員人件費20％削減の総額と，経済に対する影響 （単位：億円）

人勧の影響を受ける 人数 年間収入の 家計収入減 家計消費 国内生産 付加価値 税収

20産業および業種 （万人） 累計額 少総額 減少額 減少額 (≒ GDP） 減少額

減少額

正 規 職 員 581.4 338,479.5 － 67,750 － 50,457 － 104,341 － 44,429 － 7,886

非常勤・臨時職員 44.4 8,531.0 － 1,670 － 1,417 － 2,669 － 1,389 264

合 計 625.8 347,098.2 － 69,420 － 51,874 － 107,010 － 45,818 － 8,113

復

興

財

源

復

興

財

源

復

興

財

源

復

興

財

源

をををを

理

由

理

由

理

由

理

由

に

し

た

に

し

た

に

し

た

に

し

た

賃

金

削

減

賃

金

削

減

賃

金

削

減

賃

金

削

減

はははは

認認認認

め

ら

れ
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い

め

ら

れ
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い

め
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れ
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い

め

ら

れ
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い

家

庭

消

費

家

庭

消

費

家

庭

消

費

家

庭

消

費

か

ら

か

ら

か
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か

ら

国

内

総

生

産

国

内

総

生

産

国

内

総

生

産

国

内

総

生

産

ま

で

ま

で

ま

で

ま

で

大

幅

大

幅

大

幅

大

幅

なななな

減

少

減

少

減

少

減

少

国

家

公

務

員

の

賃

金

カ

ッ

ト

は

、

今

ま

で

の

経

緯

か

ら

見

れ

ば

、

％

地

方

100

公

務

員

に

波

及

さ

れ

る

と

見

て

ま

ち

が

い

あ

り

ま

せ

ん

。

ま

た

、

今

度

は

、

「

官

民

格

差

」

を

逆

手

に

取

り

、

民

間

の

賃

上

げ

要

求

に

対

す

る

抑

制

も

予

想

さ

ま

す

。

労

働

総

研

が

行

っ

た

試

算

に

よ

れ

ば

、

そ

の

影

響

は

、

表

に

示

す

と

お

り

、

Ｇ

Ｄ

Ｐ

や

税

収

に

ま

で

、

大

き

な

影

響

を

及

ぼ

す

も

の

と

な

り

ま

す

。

「

震

災

復

興

」

を

目

指

す

な

ら

ば

、

も

っ

と

大

き

な

枠

組

み

で

政

策

を

立

て

る

べ

き

で

す

。

中

央

行

動

中

央

行

動

中

央

行

動

中

央

行

動

にににに

結

集

結

集

結

集

結

集

し

よ

う

し

よ

う

し

よ

う

し

よ

う

こ

う

し

た

状

況

の

中

、

全

労

連

は

、

５

月

日

に

中

央

行

動

を

行

い

ま

す

。

25

す

で

に

愛

教

労

で

も

４

名

の

代

表

を

立

て

、

こ

れ

に

応

え

て

い

く

と

し

て

い

ま

す

。

我

々

の

生

活

だ

け

で

は

な

く

、

日

本

の

未

来

の

た

め

に

、

今

回

の

理

不

尽

な

提

案

を

阻

止

す

る

た

め

に

闘

い

ま

し

ょ

う

。

知

教

労

は

、

５

月

日

、

知

多

地

方

19

校

長

会

長

（

東

浦

中

、

恒

川

渉

校

長

）

と

定

例

の

話

し

合

い

を

持

ち

ま

し

た

。

こ

こ

数

年

、

労

安

体

制

に

も

と

づ

く

職

場

づ

く

り

の

問

題

で

、

出

退

勤

簿

の

整

備

と

超

過

勤

務

に

対

す

る

医

師

へ

の

問

診

を

含

め

た

対

策

に

つ

い

て

、

実

効

性

の

あ

る

対

応

を

求

め

て

き

ま

し

た

。

ま

た

、

勤

務

の

割

り

振

り

と

、

割

り

振

り

簿

の

整

備

、

分

間

の

勤

務

時

間

15

カ

ッ

ト

に

対

す

る

対

応

に

つ

い

て

も

強

く

要

求

し

て

き

ま

し

た

。

席

上

、

岩

澤

委

員

長

は

、

「

勤

務

の

割

り

振

り

簿

は

知

多

の

ほ

と

ん

ど

の

学

校

で

、

整

備

さ

れ

て

い

る

。

あ

と

残

る

数

校

が

実

施

に

踏

み

切

る

覚

悟

を

も

て

ば

す

べ

て

の

職

場

で

適

正

な

勤

務

の

割

り

振

り

が

で

き

る

。

校

長

会

長

と

し

て

、

ど

の

よ

う

に

考

え

て

い

る

か

」

と

迫

り

ま

し

た

。
そ

れ

に

応

え

、

恒

川

校

長

会

長

は

、

「

自

分

と

し

て

は

、

働

き

や

す

い

職

場

を

心

が

け

て

き

た

つ

も

り

だ

が

、

そ

う

い

う

（

正

式

な

割

り

振

り

簿

が

な

い

）

点

で

は

、

不

十

分

と

言

え

る

。

で

き

る

だ

け

そ

の

方

向

に

進

む

よ

う

努

力

し

た

い

」

と

述

べ

ま

し

た

。

ま

た

、

他

の

話

題

と

し

て

は

、

学

校

訪

問

の

改

善

な

ど

に

よ

る

勤

務

の

軽

減

や

、

教

育

振

興

会

・

教

職

員

会

の

学

習

教

材

の

一

方

的

な

採

択

の

問

題

が

取

り

上

げ

ら

れ

、

一

時

間

半

に

及

ぶ

深

い

議

論

が

交

わ

さ

れ

ま

し

た

。

な

お

、

こ

の

話

し

合

い

に

つ

い

て

は

、

６

月

の

全

員

郵

送

詳

報

を

お

知

ら

せ

し

ま

す

。

労

安

体

制

労

安

体

制

労

安

体

制

労

安

体

制

に

も

と

づ

い

た

に

も

と

づ

い

た

に

も

と

づ

い

た

に

も

と

づ

い

た

職

場

職

場

職

場

職

場

づ

く

り

を

づ

く

り

を

づ

く

り

を

づ

く

り

を

知

多

地

方

校

長

会

長

と

の

話

し

合

い

の

速

報



紙面の都合により『知ってるつもりＱアンドＡ』はお休みさせていただきます。

内部被曝内部被曝内部被曝内部被曝をををを隠蔽隠蔽隠蔽隠蔽するするするする政府報道 (全労連政府報道 (全労連政府報道 (全労連政府報道 (全労連ニュースからニュースからニュースからニュースから））））

北から南から

海行かば 水漬（みづ）く屍（かばね）

山行かば 草生（くさむ）す屍

大君（おおきみ）の 辺（へ）にこそ死なめ

かへり見はせじ

５０歳を前にして死んでしまった母が、大嫌いだった歌で

す。村で、戦死者が出るたびにこの歌を歌い、万歳をいいな

がら野辺の送りをしたそうです。気の強い母が、妙に感情的で

あったのを覚えています。

歌そのものには罪がないのかも知れませんが、「海行かば」

も「君が代」も多くの人を戦争に駆り立てました。殉死を尊ぶ風

潮は、未だに残っています。歌とは、それほど力のあるもので

す。だからこそ、歌わせたくありません。だからこそ、歌いたくあ

りません。歌う歌わないは、一人一人の判断です。その権利を

奪う人たちを許せません。子どもたちには言いまし

た。「先生は、先生の自由と尊厳のために絶対

に歌わない。何があろうと歌わない。」愛知

県内・知多半島のほとんどの学校で当た

り前のように「君が代」は歌われているが、

卒業式・入学式を迎えるたびに、思いめ

ぐらすことである。 ( Ｍ ）

データで見る『教員の実態』⑭データで見る『教員の実態』⑭データで見る『教員の実態』⑭データで見る『教員の実態』⑭

『10人以上50人未満』
先月、50人以上の事業所は衛生管理者を選任しないと「50万円以

下の罰金」だとお伝えしました。自分の職場は関係ないと思われた方

が多いかと思います。しかし、ネットなどで「労働安全衛生法」「労働安

全衛生規則」を読まれた方は、今回の見出しの意味がおわかりのこと

でしょう。

「労働安全衛生法」第１２条に定める「衛生推進者」を選任しなけれ

ばならない職場は「労働安全衛生規則」に「常時10人以上50人未満

の労働者を使用する事業場とする」と書いてあります。どこの学校でも

常時10人以上の教員が働いているはずです。こちらは罰金などはあり

ませんが、法を守る立場の公共機関で罰則が無いからといって無視

するのは問題です。日本は法によってルールを決めている法治国家

ですから。

知多半島でも進んだ学校があります。知教労の働きかけで、南知多

町や美浜町では安全衛生委員会が作られてきています。学校での

「快適な作業環境と職場における安全と健康を確保」（労安法）を実現

するために活動しています。県内でも春日井市は決まりができて、これ

から実質の活動を行なっていきます。埼玉県川口市では労働時間削

減の見通しにつなげる等、実際に成果をあげてきています。愛知県内

でも、県立学校（高等学校等）では、すでに衛生委員会を作って活動

し、提言しています。

５月17日、内部被曝に詳しい矢ヶ崎克馬・琉球大名誉教授（物理

学）が、福島県で講演した。原発事故の放射能汚染について、政府

は市民の不安を除こうと「御用学者」を通して安全を強調している

が、矢ヶ崎教授はこの動きに強く警鐘を鳴らした。

●晩発障害の危険晩発障害の危険晩発障害の危険晩発障害の危険

内部被曝とは、空気や土壌のほこり、食物、水から体内に入り込

んだ放射性物質が、体内で放射線を出し続けて起きる健康被害。広

島・長崎の原爆投下やチェルノブイリ原発事故では、数年後にがん

などの病気にかかる例が続出した。内部が原因の「晩発障害」である

ことは周知の事実だ。矢ヶ崎教授は、原発事故の発生直後には県

内入りし、空気中の放射線量や土壌汚染を調べた。

教授は、自らの調査や国の発表データをもとに「県内の広範囲

で、チェルノブイリ原発事故の際に日本へやって来た量をはるかに

上回る放射性物質が降り注いでいる」と説明。「県民の健康を守るた

めに、国や県は被曝の軽減対策を早く取るべき」と述べた。

政府は汚染を「直ちに健康に影響はない」として、県内の児童生

徒の被曝許容量を事故前に定めていた一般人レベルの２０倍である

年間２０ミリシーベルト（ｍｓｖ）に引き上げた。

●米国に由来する隠ぺい●米国に由来する隠ぺい●米国に由来する隠ぺい●米国に由来する隠ぺい

矢ヶ崎氏はこの点を「外部被曝のみをとらえており、科学的根拠に

欠ける。政府は責任軽減を狙っている。」と強く批判。公表される放

射線観測データがガンマ線に偏り、被曝量をレントゲンのＸ線検査と

比べている点も危惧した。

「特に内部被曝を起こすのはアルファ線やベータ線で、体内細胞

のＤＮＡを切断して遺伝子を壊す。ガンマ線やＸ線は飛ぶ距離が長

く、体を貫くので主に外部被曝をもたらす。その違いを比べずに危

険性を伝えないのは不遜だ。」と述べた。

1945年から89年までの核実験や原発からの放射線でのガンなど

での死者数について、「国際放射線防護委員会（ＩＣＲＰ）の基準で

は170万人となる一方で、欧州の科学者グループであるヨーロッパ放

射線リスク委員会は、6500万人以上と推定している。」と紹介し、「ＩＣ

ＲＰは米国が主導した組織であり、原発や核実験を許容するために

内部被ばくを基準から外している。日本政府が参考にしていることも

隠ぺいの実態を示す。」と指摘した。

●県民に「決起」促す●県民に「決起」促す●県民に「決起」促す●県民に「決起」促す

そのうえで矢ヶ崎氏は、県民自ら可能な限り被ばくから身を守ると

ともに、国や県、事故を起こした東京電力に対して、放射線軽減の

徹底を求めて健康被害の補償制度をつくらせ

る運動を始めるよう説いた。

「原爆被爆者は声を上げ続けて政府を動か

してきた。内部被ばくを強要させられて死者が

出てからでは遅すぎる。県民が団結して声を

上げて要求していかなければならない。支え

る国民が全国にいることも知ってほしい」と述

べた。


